
は じ め に

「学級崩壊」とは，教師の指導を受け入れな

い，授業が始まっても教室内を立ち歩く，私語

が多いなど，教室の秩序が保てなくなる状態を

指し，1998年ごろからマスコミなどでも取り上

げられるようになってきた現象である。しかし，

こうした「学級崩壊」の問題に限らず，現在の

学校現場が抱える問題の多くは，学校と家庭，

地域の協力関係の見直しを迫る問題であり，学

校と家庭の役割分担や協力のあり方，あるいは

学校と家庭をつなぐパイプ役の必要性について

踏み込んだ議論と検証が行われる必要がある。

米国では，約100年前からスクールソーシャル

ワーカーが子どもたちの最善の利益を求めて学

校と家庭，あるいは地域のつなぎの役割を果た

してきた 。昨今，日本でも少数ではあるが全国

的にスクールソーシャルワーク（SSW）を導入

する動きがみられる。今後，SSWが学校に定着

し社会に認知されるためには，実践の積み重ね

と同時に，実践において有効な実践モデルや学

校現場で実施するための実践マニュアルが示さ

れる必要があると考えられる。芝野は，アカウ

ンタビリィティ（説明責任）を示すことができ

る社会福祉実践の必要性を主張し，理論と実践

を統合した実践理論システムと，そのための実

スクールソーシャルワーク実践モデルの構築に関する研究
－「学級崩壊」を経験した保護者への仲介モデルの検証－
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目的 「学級崩壊」を経験した保護者への援助実践モデル（仲介モデル）の構築とその検証を行い，

スクールソーシャルワークの実践モデルの作成を試みた。

方法 先行研究や「学級崩壊」経験者に対するインタビュー調査の結果，また，それに基づく予備

調査の結果を参考に，学校と家庭の関係，両者の仲介役，「学級崩壊」に関する自己記入式質問

紙を作成し，京阪神地区在住の小中学生の保護者660人を対象として郵送によるアンケート調査

を実施した。有効回答数(率)は241（37％）で，今回は，そのうち「学級崩壊」経験者63人のデ

ータを分析対象とした。因子分析により抽出された「学校への危機意識」「教師への信頼度」「親

の教育参加」「親の学校協力」「親の無力感」「仲介」の６因子を採用して親と学校間の仲介モデ

ル（仮説モデル）を構築し，共分散構造分析を用いてそのモデルの検証を行った。

結果 本モデル全体については，χ値は88.037（自由度82），適合度指標のCFIは0.986，RMSEAは

0.034であり，仲介モデルとデータはほぼ適合しており，妥当性が確認された。モデル内の潜在

変数間に有意な関連がみられたのは，「教師への信頼度」から「学校への危機意識」，「学校への

危機意識」から「親の無力感」，「仲介」から「親の教育参加」であった。

結論 1)本モデルは当事者の視点とニーズを取り入れた実践モデルであることが検証された。2)本

モデルは，親と学校の葛藤の解決方法として，仲介のタイミングとその役割を明示した。3)本

モデルは，学校関係者や援助者に対して親の学校離れのプロセスを示唆した。

キーワード スクールソーシャルワーク，仲介モデル，学級崩壊，親の無力感

＊関西学院大学大学院研究員
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践モデルおよび実践マニュアルの開発を提案し

ている 。

本研究では，「学級崩壊」を経験した保護者へ

の援助実践モデル（仲介モデル）の構築とその

検証を行い，SSWの実践モデルの作成を試み

た。

仲介モデル（仮説モデル）の構築

先行研究の結果と筆者が既に行ってきた調査

の結果から，まず，図１のような親と学校間の

仲介モデル（仮説モデル）を構築した 。この

モデルで仮定しているのは以下のような内容で

ある。

「学級崩壊」を経験した保護者は，「教師への

信頼度」が低くなるにつれて「学校への危機意

識」が高まる。「学校への危機意識」が高まる

と，親は学校への働きかけを開始するが，効果

的な対処や民主的な話し合いのできない学校と

の関係の中で，親として子どもを守るための問

題対処がうまくできないという思いから，「無力

感」が強まる。この「無力感」は親の学校関与

のあり方，つまり「親の学校協力（ボランティ

ア活動）」と「親の教育参加（意思決定への参加）」

に影響を与える。「無力感」が強まれば強まるほ

ど，親の学校関与は減少することが推測される。

一方，「仲介」は「学校への危機意識」と「親の

無力感」が強まるほど必要とされ，「仲介」が加

わることで，「親の学校協力」と「親の教育参加」

にポジティブな影響を与えることが推測される。

本研究で提示するモデルは，限定した対象者

や問題に対する実践モデル（practice model）

であり，モデルの対象は，「学級崩壊」などの問

題で学校との間に葛藤が生じた親と家庭である。

本モデルは，教師に対する不信感，学校への危

機感，そして民主的な対応ができない学校シス

テムに対して無力感を抱いている親が，再度学

校と向き合い，子どものために親の力を教育現

場で発揮できるように働きかける仲介モデルで

ある。特にこのモデルでは，「親の無力感」に焦

点を当て，仲介モデルの構築を試みている。「親

の効力感」（parent efficacy）が，「親としての

課題を達成し，子どもに対して肯定的な影響を

与えられる信念」を示しているのに対して ，「親

の無力感」はその逆で，「親としての課題を達成

できず，子どもに肯定的な影響を与えられない

不全感」と言えるだろう。学校と家庭の間で生

じている問題を理解するには「無力感」の概念

を理解する必要がある 。しかし，親の効力感

と学校参加との関係に関する実証研究は行われ

てきたが ，無力感については注目されながら

も実証研究は行われていない。そこで本研究で

は，学校場面で親が子どもを守るためのパワー

を発揮できず無力感に見舞われる状況を設定し，

実証研究を行った。

研 究 方 法

(１) 質問紙の作成

先行研究や「学級崩壊」経験者に対するイン

タビュー調査の結果，また，それに基づく予備

調査の結果を参考に，学校と家庭の関係，両者

の仲介役に関する質問（46項目），「学級崩壊」

に関する質問（５項目）を含めた自己記入式質

問紙を作成した。学校と家庭の関係，両者の仲

介役に関する質問は，５件法で実施した。本調

査では，小学校で授業が成立しなくなり，学級

秩序が保てなくなった状態を「学級崩壊」とし

て，その経験の有無を尋ね，「学級崩壊」に対す

る学校と保護者の対応，その後のクラスの状態

についても記述してもらった。

図１ 親と学校間の仲介モデル（仮説モデル）

教師への
信頼度

学校への
危機意識

親の無力感

仲介

親の学校協力
（ボランティア活動）

親の教育参加
（意思決定への参加）
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(２) 対象

京阪神地区在住の小中学生の保護者から無作

為に抽出した560人と，機縁法で選定した「学級

崩壊」経験者を中心とする100人に質問紙を郵送

し，調査を行った。有効回答数(率)は241（37％）

であった。今回は分析対象として，241人の中の

「学級崩壊」経験者63人のデータを採用し，構

築したモデルの検証を行った。

(３) 分析方法

各質問項目に対する５件法の回答について，

「そう思う」を１点，「少し思う」を２点，「ど

ちらとも言えない」を３点，「あまり思わない」

を４点，「思わない」を５点とする得点化をした

後，各項目の平均値，標準偏差，歪度，尖度の

計算を行い，標準偏差が0.85以下の項目や尖度

が２以上の項目は分布に偏りがあると判断し，

分析から除外した。採用した23項目について直

交回転（バリマックス回転）を伴う重み付けの

ない最小２乗法による探索的因子分析を行った

結果，６因子が抽出された。その６因子を採用

し，「学校への危機意識」「教師への信頼度」「親

の教育参加」「親の学校協力」「親の無力感」「仲

介」と名づけた。これらの６因子を潜在変数と

みなし，それぞれの因子において0.500以上の負

荷量をもつ上位３つまでの項目を観測変数とし

た。その結果，「学校への危機意識」「教師への

信頼度」「仲介」には３項目，「親の教育参加」

「親の学校協力」「親の無力感」には２項目が観

測変数として得られた。

先行研究と予備調査の結果から因子間の関係

について仲介モデル（仮説モデル）を構築し，

そのモデルについて共分散構造分析を用いて検

証した。共分散構造分析を用いることにしたの

は，1)SSWの実践モデルの開発という探索的な

研究であること，2)予備調査で得られた結果を

モデルに反映できること，3)保護者の意識，行

動とSSWの仲介との因果関係を分析し実践に応

用できること，などからである。なお，分析に

は共分散構造分析ソフトAmos 4.0を用いた。

結 果

(１) 対象者の属性と「学級崩壊」の状況

回答者は全員女性で，平均年齢は41.1±4.6歳

であった。「学級崩壊」を経験した学年（複数回

答）は，小学１年生３人，２年生５人，３年生

13人，４年生９人，５年生26人，６年生19人で

あった。「学級崩壊」に対する学校と保護者の働

きかけとその後の経過については表１～３のと

おりである。表１中の「保護者への協力の要請」

には，授業のボランティア（家庭科実習など），

参観して子どもに助言，総合学習への参加，ゲ

ストティーチャーなどがあった。保護者が「学

級崩壊」と感じても学校はそのように認識して

おらず対応のなかった事例や，「話し合いはいつ

も平行線で話し合いになっていなかった」とい

う記述もあった。その他の対応では，担任２人

体制，授業の監視，教科担任制，公開授業の開

催，管理職のサポートなどの記述がみられた。

表２中の「専門機関，専門家への相談」には，

オンブズパーソン，スクールカウンセラー，市

会議員，県会議員，他校の「学級崩壊」経験者

などの回答もあった。これらの結果から，学校

表３ 「学級崩壊」のその後の展開(n＝63)
(単位 ％，( )内人)

全く改善せず 54(34)
やや改善 33(21)
改善(学級崩壊前の状態に戻った) 3(2)
改善(学級崩壊前の状態より良好) 10(6)

表２ 保護者からの学校への働きかけ(n＝63)
(単位 ％，( )内人)

学校，担任の先生との話し合い 81(51)
親同士の情報交換 81(51)
学級PTAの開催 44(28)
教育委員会へ連絡 24(15)
専門機関，専門家への相談 8(5)
その他 8(5)

注 複数回答

表１ 「学級崩壊」時の学校側の対応(n＝63)
(単位 ％，( )内人)

保護者への説明会の開催 56(35)
保護者への協力の要請 32(20)
担任の先生の交代 32(20)
チームティーチングの実施 29(18)
他のクラスとの交換授業や合同授業 24(15)
その他 22(14)

注 複数回答
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内で生じた問題に対してはほぼ学校と保護者の

関係のみで解決が図られていること，両者の足

並みがそろわず解決が困難である場合にサポー

トしてくれる社会資源が非常に不足しているこ

と，が推測された。

(２) 仲介モデルの検証

仲介モデルを構成する潜在変数と観測変数は

表４に，分析結果は図２に示すとおりである。

まず，モデル全体については，χ値は88.037（自

由度82），適合度指標のCFIは0.986，RMSEAは

0.034で，モデルとデータはほぼ適合しており，

サンプル数は少ないが十分に意味のあるデータ

であると思われた。潜在変数がそれぞれの観測

変数に与えている影響指数は，0.54～0.94とい

ずれも十分な値を示しており，潜在変数と観測

変数がほぼ適切に対応していると判断された。

次に，潜在変数間の関係を検討すると，「教師

への信頼度」から「学校への危機意識」への因

果係数は－0.50で負の影響を与えていた（p＜

0.001）。潜在変数間の因果係数は大きいほど因

果関係が強いことを説明している。「学級崩壊」

という問題が生じたときに，教師への不信感が

つのるほど学校への危機感が増すという傾向が

あることが理解された。続いて「学校への危機

意識」から「親の無力感」への因果係数は0.47

で統計的に有意（p＜0.05）であったが，「仲介」

へは－0.23で有意な関係はみられなかった。こ

れによって，危機意識が高まるほど無力感を感

じやすいことが示唆された。「学校への危機意識」

と「仲介」の関係が負の相関であるということ

は，危機感が強くなると援助を求めるよりもむ

しろ回避する傾向があるのではないかというこ

とが推測され，現実問題として学校で問題が生

じたときに対応できる相談機関が不足しており，

保護者の意識に上りにくい現実を反映している

と思われる。「親の無力感」から「仲介」への因

果係数は0.37で正の影響を示しており，

危機意識よりもむしろ保護者自身の力で

は改善できないという不全感，無力感の

方が仲介を求める傾向があることが示唆

された。「親の無力感」から「親の学校協

力」への因果係数は－0.25で負の影響を

与えていたが，「親の無力感」と「親の教

育参加」との関係は見いだされなかった。

これに対して，「仲介」から「親の学校協

力」への因果係数は0.36，「親の教育参加」

には0.46と正の影響を与えていた（p＜

0.01）。このことから，学校の対応に無力

感を感じた保護者は，さらに学校から距

表４ 仲介モデルを構成する潜在変数と観測変数

潜在変数 観測変数

教師への
信頼度

Ｘ１ 担任の先生を信頼している
Ｘ２ 担任の先生は授業を工夫して指導してくれる
Ｘ３ 担任の先生は子どもを１人の人間として尊重

してくれる

学校への
危機意識

Ｘ４ 学校は「学級崩壊」にうまく対処できない
Ｘ５ このままでは学校はだめになるという危機感

を感じる
Ｘ６ 学校は閉鎖的である

親の
無力感

Ｘ７ 学校で問題が起きても親として子どもを守る
ことができない

Ｘ８ 親自身が子どものために学校に対してどうか
かわってよいかわからない

仲介

Ｘ９ 問題が解決されるまで学校と家庭の仲介（具
体的な交渉役）をしてくれる

Ｘ10 親の心理的なサポートをしてくれる
Ｘ11 子どもの意見を代弁して学校に伝えてくれる

親の
学校協力

Ｘ12 親は学校ボランティアとして参加する必要が
ある

Ｘ13 親はPTA役員として学校に協力する必要があ
る

親の
教育参加

Ｘ14 親自身が動かなければ学校は変わらないと思
う

Ｘ15 親も学校の運営（学校で起きている問題への
対応など）への参加が必要

図２ 親と学校間の仲介モデルの検証
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χ 88.037，自由度 82
CFI 0.986，RMSEA0.034
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離を置く可能性があること，そのようなときに

学校と家庭との「仲介」があれば，保護者の意

思決定の機会を増やし，学校への協力意識を改

善できる可能性があることが確認できた。

考 察

(１) 仲介モデル検証の意義

本研究の第１の意義は，親の思いや視点に立

った仮説モデルが検証された点である。一般に，

援助者サイドや組織側に立った援助のモデル化

がなされることが多く，そのために当事者サイ

ドのニーズに沿わない実践が行われ，効果が得

られないという結果も生じがちである。本モデ

ルは，「学級崩壊」を経験した当事者の親を対象

にしたインタビュー調査から抽出された概念を

もとに作成している。当事者の視点を取り入れ

た本モデルが，同じような経験をした他の保護

者からも支持され，ある程度実証されたという

ことは，本モデルが当事者のニーズに沿った実

践モデルであることを示唆している。

本研究の第２の意義は，親と学校の葛藤の解

決方法として，仲介のタイミングとその役割を

明示した点である。親が第三者に仲介を求める

のは，学校に対して危機感を感じたときではな

く，学校の対応に無力感を感じたときであるこ

とがモデルから検証された。無力感をモデルの

中核に置いたのは，「学級崩壊」を子どもや親，

教師という個人の資質にその原因を帰するとい

う考え方に疑問を感じたからである。「学級崩壊」

は個人の問題というよりも，学校，教育システ

ム上の問題として認識し，検討される必要があ

る。無力感は，学校社会が持つ縦社会，官僚的

対質から端を発している感情であり，モデルの

中で重要な位置を占める変数であることが実証

された。

また，本研究では，親の無力感と親の学校関

与との関係，および両者の間における仲介の役

割が明らかになった。仮説段階で，無力感が強

まれば強まるほど親の学校協力と教育参加は共

に減少すると推測していたが，実際は無力感と

親の学校協力の関係は示唆されたが，親の教育

参加との関係は見いだされなかった。また，仲

介が入ることで，親の学校協力も教育参加も促

進されることが実証された。無力感と教育参加

が無相関であるということは，親の意見を反映

できる機会が保障されていない日本の学校の現

状を反映しているともとらえられる。従来，親

と学校をつなぐ仲介の実践といわれるものが，

親の何と何を結ぶ仲介であるのか具体的ではな

かった。このモデル検証から，仲介の中心的な

役割は親の感情と行動（意思決定）をつなぐプ

ロセスであることが示された。特に，仲介によ

り親の教育参加が促進されることが実証された

意味は大きく，仲介を介して親と学校の縦関係

が横並びの関係に移行する可能性を示したと言

える。

本研究の第３の意義は，学校関係者や援助者

に対して親の学校離れのプロセスを示唆した点

である。このモデルで示されたように，親の学

校離れは，不信感，危機感，無力感という心理

プロセスを経て生じるもので，一方的に突然起

きるものではない。教師の態度への不信感が次

に危機感を呼ぶ。学校の対応次第で怒りや失望

感などの感情を保護者に引き起こすことになる

と思われるが，親と学校に最も損失を与える感

情は無力感である。無力感は，親が学校を回避

することを促進し，親と教師の協力の機会を失

う要因となり，子どもにとってマイナスの影響

をもたらすからである。学校サイドは往々にし

て親サイドに問題の原因を求め，親との協力関

係を結ぶことが困難であると認識している。し

かし，親のこの心理プロセスを理解し対処でき

るならば，親と学校の関係の回復は可能であり，

子どもの問題の理解や解決につながるのである。

親の学校離れと不信感，危機感，無力感という

心理プロセスの因果関係が実証されたことで，

予防的な取り組みにも示唆を与えている。

(２) 本研究の課題

本研究において，モデルの適合度，潜在変数

間の因果係数などを総合評価すると，モデルと

データとの間の関係はほぼ良好であった。しか

し，今回の調査では，因果係数に一定の数値が
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得られたものの統計的に有意な結果が得られな

いものもあった。その１つの要因にサンプル数

がある。「学級崩壊」という特殊な状況を経験し

た保護者を対象とした調査であったため，機縁

法も併用したが，十分なサンプルを得ることが

できなかった。本モデルを一般化するには，サ

ンプル数を増やす必要がある。また質問項目自

体の問題もある。本研究で取り上げた「親の無

力感」「親の学校協力」「親の教育参加」につい

ては観測変数が２項目しか得られなかった。今

後，該当する質問項目を増やし，さらに検証す

る必要がある。また，「仲介」を構成する観測変

数についてもさらに厳密な定義づけに基づく項

目の選択が必要であると思われる。

こうしたことから，本仲介モデルの有効性に

ついて日常のSSWの実践を通して検証し，さら

に確固としたモデル構築を目指したいと考える。

そのためには，本仲介モデルをさらに具体化し

た実践仲介マニュアルを作成し，実践の場にい

かす必要がある。また，今回の仲介モデルは「学

級崩壊」を経験した保護者を対象としたが，今

後は，学校と親の間で葛藤が生じている他の領

域の問題についても本モデルが適応できるか否

かを検証したい。
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